久喜市民間企業等農業参入奨励金交付要綱
　（趣旨）
第１条　この告示は、新たな農業経営体の育成と遊休農地等の減少を図り、地域農業を振興するため、新規に農業への参入を目指す農業以外の業を営む民間企業等の法人又は新たに市内の農地を利用して農業に参入する農地所有適格法人（農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条第３項に規定する者をいう。）（以下「民間企業等」という。）に対し、予算の範囲内において久喜市民間企業等農業参入奨励金（以下「奨励金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。
　（交付対象者）
第２条　奨励金の交付対象は、次の各号のいずれにも該当する民間企業等とする。
（１）　市と地域農業の振興に関する協定を締結すること。
（２）　市内の農地において、５年以上の農業を行う計画があること。
（３）　久喜市暴力団排除条例（平成２５年久喜市条例第１６号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条例第３条第２項に規定する暴力団関係者でないこと。
　（奨励金の額）
第３条　奨励金の額は、別表に定めるところによる。ただし、奨励金の額に１００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。
２　奨励金の交付は、市内での農業に参入した年度を含め５年以内とし、１回限りとする。
（交付申請）
第４条　奨励金の交付を受けようとする民間企業等（以下「交付申請者」という。）は、民間企業等農業参入奨励金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。
　（１）　民間企業等農業参入事業実施計画書（様式第２号。以下「実施計画書」という。）
　（２）　その他市長が必要と認める書類
（交付決定）
第５条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、奨励金の交付の可否を決定するものとする。
２　市長は、前項の規定による審査を行う場合において、交付申請者から計画の聴取を行うことができる。
３　市長は、第１項の規定により奨励金の交付を決定したときは、民間企業等農業参入奨励金交付決定通知書（様式第３号）により、交付申請者に通知するものとする。
４　市長は、第１項の規定により奨励金を交付しないことを決定したときは、民間企業等農業参入奨励金不交付決定通知書（様式第４号）により、交付申請者に通知するものとする。
（変更の承認申請等）
第６条　奨励金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定事業者」という。）は、奨励金の交付事業の内容の変更又は中止若しくは廃止をしようとするときは、民間企業等農業参入奨励金事業変更承認申請書（様式第５号）により市長に申請し、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類等の審査等によりその内容を調査し、変更等の承認をすべきと認めたときは、民間企業等農業参入奨励金変更承認決定通知書（様式第６号）により交付決定事業者に通知するものとする。
（実績報告）
第７条　交付決定事業者は、奨励金の交付の決定のあった日の属する会計年度の３月３１日までに、民間企業等農業参入奨励金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
　（１）　実施計画書
　（２）　その他市長が必要と認める書類
（交付の確定及び通知）
第８条　市長は、前条の規定による報告書の提出を受けたときは、これを審査し、その内容が適当であると認めたときは、交付すべき奨励金の額を確定し、民間企業等農業参入奨励金交付確定通知書（様式第８号）により交付決定事業者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定による審査を行う場合において、交付決定事業者から事業実績の聴取を行うことができる。
　（奨励金の請求）
第９条　奨励金の交付決定通知書の交付を受けた民間企業等は、民間企業等農業参入奨励金交付請求書（様式第９号）を市長に提出し、奨励金を請求するものとする。
（交付決定の取消し及び返還）
第１０条　市長は、交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、奨励金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（１）　偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。
（２）　提出書類の記載に虚偽があったとき。
（３）　その他市長が不適当と認めたとき。
２　市長は、前項の規定に基づく交付の取り消しを決定した場合において、すでに奨励金が交付されているときは、返還を命ずることができる。
（その他）
第１１条　この告示に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
別表（第３条関係）
	事業名
	奨励金の額

	民間企業等農業参入事業
	市内での新規参入時の経営農地面積に応じて、次の奨励金を交付する。
（１）　３０アール以上１００アール未満は、５０，０００円
（２）　１００アール以上２００アール未満は、１００，０００円
（３）　２００アール以上は、２００，０００円

	
	市内での新規参入時の経営農地面積のうち、遊休農地等の割合に応じて、次の加算金を交付する。
（１）　３割以上５割未満は、奨励金に１を乗じて得た額
（２）　５割以上８割未満は、奨励金に２を乗じて得た額
（３）　８割以上は、奨励金に２．５を乗じて得た額


備考
加算金の対象農地は、農地法第３０条に基づく利用実態調査において緑又は黄に分類された農地とし、久喜市での新規参入時における経営農地面積が５０アール以上に限る。
